
民間事業者からの「アピールタイム」を開催
～官民連携に関する提案を直接地方公共団体に伝え られ ま す～

令 和 元 年 度 官 民 連 携 事 業 の 推 進 の た め の 地 方 ブ ロ ッ ク プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

ブロック 開催日 会場

東北
11月25日
（月）

フォレスト仙台
（宮城県仙台市青葉区柏木1-2-45）

関東
12月5日
（木）

TKP東京駅日本橋カンファレンスセンター
（東京都中央区八重洲1-2-16 TGビル本館）

中部
12月2日
（月）

ウインクあいち
（愛知県名古屋市中村区名駅4-4-38）

近畿
11月26日
（火）

TKP大阪本町カンファレンスセンター
（大阪府大阪市中央区久太郎町3-5-19 大阪DICビル3F）

中国
11月29日
（金）

岡山国際交流センター
（岡山県岡山市北区奉還町2-2-1）

九州・
沖縄

11月22日
（金）

福岡県中小企業振興センター
（福岡県福岡市博多区吉塚本町9-15 福岡中小企業振興センタービル）

開催地・日時

申込方法

※サウンディング実施要項に沿って手続きを進めます。 【サウンディング実施要項：http://www.mlit.go.jp/common/001238950.pdf】

【事務局・問合せ先】
《関係業務受託機関》
（東北）パシフィックコンサルタンツ㈱（担当:羽野、小林、金子、室井）、TEL:03-6777-3879、E-Mail:H30_blockPF@tk.pacific.co.jp
（関東）有限責任監査法人トーマツ（担当:山下、和田、松浦、米森）、TEL:03-6213-1251、E-Mail:ppp-platform@tohmatsu.co.jp
（中部）三菱UFJリサーチ&コンサルティング㈱（担当:服部、本橋、河合）、TEL:052-307-0966、E-Mail:pf-chubu@murc.jp
（近畿）㈱日建設計総合研究所 大阪オフィス（担当:桜井、小川、稲荷）、TEL:06-6226-0318、E-Mail:sakuraia@nikken.jp
（中国、九州・沖縄）㈱産学連携機構九州（担当:加來（カク）、池田）、TEL:092-834-2388、E-Mail:kpppc-01@k-uip.co.jp
国土交通省 総合政策局 社会資本整備政策課（担当:柴田、貴田）、TEL:03-5253-8981（内線:24226）、E-Mail:PPP_PFI@mlit.go.jp
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募集内容

全国６ブロックにて開催予定のサウンディングの場において、民間事業者の参加意欲を高めるため、対話に参加いただく民
間事業者等のうち希望される方に官民連携事業に関する実績や提案等をお話いただく「アピールタイム」を設けます。
※官民連携事業の実績は問いませんが、登壇いただく会場のサウンディングに２コマ以上参加いただく必要がございます。
（参加登録は10月初旬から国土交通省HPにて開始予定です。しばらくお待ちください。）

• お申し込みは９月９日（月）から９月30日（月）15時まで受け付けております。
※民間事業者以外にも金融機関や法人等の皆様もお申し込みいただけます。

• 登壇のお申し込みは、以下のURLから行って下さい。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000052.html

• 登録画面の案内に従って、登壇を希望する会場を選択してください。
なお、希望が集中した場合には、御登録いただいた提案内容のほか、サウンディングへの参画コマ数等も考慮し、当
落を判断させていただきます。※参画コマ数は少なくとも２コマ以上とさせていただきます。

• 当落のお知らせを含めた事務連絡は、サウンディングへの参加登録のお申し込み後に、事務局より行います。

• 登壇者所在地の近傍ではない会場、複数の会場への登壇についても、お申し込みいただけます。
その場合、会場ごとに上記URLよりお申し込みください。

サウンディングブースのイメージ

開催概要

• 各会場最大８社程度の御登壇を想定しております。
１社につき８分程度お話いただき、質疑応答は実施いたしません。
※参加社数が少ない場合には、１社あたりの発表時間の延長について御相談させていただく場合があることを御了
承ください。

• 「アピールタイム」には、同じく登壇いただく民間事業者等（登壇者）を除き、サウンディングに参加又は傍聴する地
方公共団体職員のみ参加することを想定しております。

• 当落のお知らせ（10月上旬頃）後、登壇者には当日のプレゼンテーション資料のほか、官民連携事業の実績や提
案内容などをまとめた様式を作成いただきます。
これらの資料は参加者である地方公共団体職員に配布させていただくことを御了承ください。

• 上記資料にあわせて、登壇者が実績の紹介をはじめとする関連資料の持ち込みを希望される場合には内容確認の
上、これを受け入れます。

http://www.mlit.go.jp/common/001238950.pdf

